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調査の概要 

１．調査の目的 

本調査は、令和８年度に策定予定の第10期柏市高齢者いきいきプラン２１に向けて、柏市における在宅

介護の課題や介護サービスの課題を整理・把握することを目的として実施しました。 

調査名 調査目的 

在宅介護実態調査 
要介護者の在宅生活の状況、介護者の就労状況と介護の実態を把握するこ

とを目的として実施 

介護サービス事業所調査 
介護サービスを提供する事業所における職員確保の取組実態等を把握するこ

とを目的として実施 

ケアマネジャー調査 
ケアマネジャーの就労実態の把握や今後充実が必要と考えるサービスなどの

課題整理を目的として実施 

介護サービス従事者調査 
介護現場で働く職員の就労状況等の実態を把握し、効果的な介護人材確保

対策事業を検討することを目的として実施 

 

２．調査実施の概要 

調査名 在宅介護実態調査 介護サービス事業所調査 ケアマネジャー調査 介護サービス従事者調査 

対 象 

要介護認定を受けてい

る市民（施設入所者除

く） 

柏市内の介護サービス

提供事業所 

柏市介護支援専門員協

議会に加入し，介護支

援専門員として従事して

いる会員 

柏市内の介護サービス

事業所の従事者（病

院，診療所，歯科医院，

薬局を除く） 

調査方法 
郵送配布／ 

郵送回答 

郵送配布／ 

郵送回答及び 

WEBフォーム回答 併用 

郵送配布／ 

郵送回答及び 

WEBフォーム回答 併用 

郵送配布／ 

WEBフォーム回答 

調査期間 令和７年９月12日～令和７年10月14日（約４週間） 

配布数 1,566件 597件 369件 

約8,000件 

（１事業所あたり20回答 

IDを597事業所に配布） 

回答数 914件 333件 315件 1,041件 

郵送回答 914件 110件 171件  

WEB回答 

（WEB率） 

 223件 

（67.0％） 

144件 

（45.7％） 

1,041件 

（100.0％） 

回答率 

（前回回答率） 

58.4％ 

（57.7％） 

55.8％ 

（56.4％） 

85.4％ 

（74.6％） 

13.0％ 

（8.0％） 

※8,000件を母数とする 

 

  

資料１ 
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在宅介護実態調査 

１．要介護者の在宅生活の状況 

（１）今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

今後の在宅生活の継続には「外出同行（通院・買い物など）」「買い物（宅配は含まない）」など、外出に

関する支援・サービスが必要だと感じる人が増えています。 

 

 

（２）介護保険サービスの利用状況（※住宅改修、福祉用具貸与・購入は除く） 

要支援１・２の認定を受けている人のうち介護保険サービスを利用している人は４割を超えており、要介

護１・２では６割を超え、要介護３以上では７割弱となっています。特に要支援・要介護初期段階においても

一定割合がサービスを利用していることから、重度化防止や生活機能の維持・向上を目的とした適切なサ

ービス提供が重要であると考えられます。 

  

31.3

27.0

23.2

23.0

18.4

18.4

15.9

14.8

10.3

4.9

25.9

11.8

26.5

29.3

21.3

17.6

16.5

17.1

16.8

13.4

12.1

8.0

23.2

11.6

0% 10% 20% 30% 40%

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

見守り、声かけ

配食

調理

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

令和７年度（n=914）

令和４年度（n=733）

.

44.9

63.3

67.2

45.8

30.9

22.8

9.3

5.8

10.0

0% 25% 50% 75% 100%

要支援１・２（n=323）

要介護１・２（n=411）

要介護３以上（n=180）

利用している 利用していない 無回答 .
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（３）施設等への入所・入居の検討状況 

要介護３以上の認定を受けている方のうち入所・入居を「検討していない」人が約５割となっています。在

宅生活を希望する意向が一定程度存在していることを示しており、在宅支援サービスや地域資源の充実の

重要性が示されています。 

 
 

（４）要介護者の幸福度 

幸福度について、「幸せ（10～８点）」が微増し約４割となっています。要介護状態にあっても、生活環境

や支援体制、介護サービスの利用等により、一定程度の生活満足や幸福感が維持・向上している可能性が

うかがえます。 

 

 

（５）要介護者の生活への満足度 

生活への満足度について、「満足している（10～８点）」が増加し約４割となっており、要介護状態にあっ

ても、介護サービスの利用や生活環境の整備、周囲からの支援等により、日常生活に対する満足感が一定

程度高まっている状況がうかがえます。 

  

50.9

54.8

23.7

25.9

25.4

19.3

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度

要介護３以上（n=169）

令和４年度

要介護３以上（n=166）

検討していない 検討している 申し込み済み .

40.1

37.8

41.4

41.4

11.4

11.9

7.1

8.9

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度（n=914）

令和４年度（n=733）

10～８点 ７～５点 ４～０点 無回答 .

39.7

36.3

39.0

41.5

15.1

13.7

6.2

8.5

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度（n=914）

令和４年度（n=733）

10～８点 ７～５点 ４～０点 無回答 .
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２．介護者の就労状況と介護 

（１）就労の継続 

今後も働きながら介護を続けていけると考える人が増加し、8割を超えており、就労と介護の両立を支え

る環境整備や支援策が一定の効果を上げている可能性がうかがえます。 

 
 

（２）就労継続のための勤め先からの支援 

仕事と介護の両立に効果があると思う勤め先からの支援として、「介護休業・介護休暇等の制度の充実」

が増加し３割を超えるとともに、そうした「制度を利用しやすい職場づくり」も増加し約３割となっています。仕

事と介護の両立においては、制度そのものの整備に加え、制度を実際に活用しやすい職場環境の重要性が、

働く人に広く認識されつつあることがうかがえます。 

  

19.4

64.6

7.8

4.5

1.9

1.9

17.8

55.1

13.6

4.7

1.7

7.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

問題なく、続けていける

問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい

続けていくのは、かなり難しい

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

令和７年度（n=268）

令和４年度（n=236）

.

35.1

27.6

26.1

23.5

11.6

10.1

6.3

4.9

4.9

15.7

2.6

9.0

24.2

21.2

20.8

24.2

11.4

13.1

11.0

8.5

4.2

15.7

5.9

6.4

0% 10% 20% 30% 40%

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

介護をしている従業員への経済的な支援

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

令和７年度（n=268）

令和４年度（n=236）

.
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（３）不安に感じる介護 

不安を感じる介護として、要支援１・２では「外出の付き添い、送迎等」が多く、要介護１・２では「認知症

状への対応」、要介護３以上になると、「排せつ」が多く挙げられています。介護度に応じて求められる支援

内容が変化することを示しており、段階に応じた相談支援やサービス提供が重要であると言えます。 

 

（４）介護者の幸福度 

幸福度について、「幸せ（10～８点）」が微増し２割を超えています。支援の活用や周囲の理解等により、

一定の幸福感を感じながら介護を続けている人が増えつつある状況がうかがえます。 

 

（５）介護者の生活への満足度 

生活への満足度について、「満足している（10～８点）」が微増し約２割となっています。介護による負担

がある中においても、生活満足感を維持・向上させている介護者が増えつつある状況がうかがえます。 

  

11.5

20.3

25.0

7.4

39.2

8.8

18.2

25.7

31.1

22.3

18.9

29.9

24.8

16.7

30.8

15.1

41.2

23.0

22.0

20.8

28.5

40.4

25.2

19.2

28.5

15.9

37.7

23.8

20.5

25.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

日中の排せつ

夜間の排せつ

入浴・洗身

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

要支援１・２（n=148）

要介護１・２（n=318）

要介護３以上（n=151）

25.2

23.4

44.0

41.8

18.8

22.2

11.8

12.5

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度（n=617）

令和４年度（n=535）

10～８点 ７～５点 ４～０点 無回答 .

21.9

20.3

44.1

40.3

22.3

26.3

11.7

13.1

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度（n=617）

令和４年度（n=535）

10～８点 ７～５点 ４～０点 無回答 .

※上位10項目 
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介護サービス事業所調査 

（１）市内介護事業所の介護職員平均人数 

市内介護事業所の介護職員の平均人数は「正規職員」が5.90人、非正規職員が5.48人となっており、

「訪問介護」「通所介護」「認知症対応型共同生活介護」「小規模多機能型居宅介護」「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護」では非正規職員数の方が多くなっています。 

介護職員平均人数（全体・サービス種別） 単位（人） 

介護職員 

全 

体 

訪
問
介
護 

訪
問
看
護 

通
所
介
護 

短
期
入
所
生
活
介
護 

特
定
施
設
入
居
者
生

活
介
護 

認
知
症
対
応
型
共
同

生
活
介
護 

介
護
老
人
福
祉
施
設 

介
護
老
人
保
健
施
設 

小
規
模
多
機
能
型
居

宅
介
護 

定
期
巡
回
・
随
時
対

応
型
訪
問
介
護
看
護 

居
宅
介
護
支
援 

そ
の
他 

正規職員 
平均人数 5.90 6.91 1.17 4.68 17.82 22.00 6.93 26.67 29.75 3.25 6.33 1.54 2.62 

回答者数 309 64 30 80 11 3 14 12 4 4 3 71 13 

非正規職員 
平均人数 5.48 10.09 0.29 5.14 7.09 10.00 10.54 12.83 6.00 7.33 7.00 1.27 0.62 

回答者数 298 65 28 81 11 3 13 12 4 3 3 62 13 

※「その他」：訪問入浴介護、訪問リハビリテーション、福祉用具貸与 

 

（２）募集人数と採用人数のギャップ 

「介護老人福祉施設」「小規模多機能型居宅介護」「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」では、募集

した「正規職員」の介護職員数に対して採用できた介護職員数が１名以上少なく、介護人材の確保に苦慮

している様子がうかがえます。 

採用人数－募集人数 介護職員平均人数（全体・サービス種別） 単位（人） 

採用人数－募集人数 

全 

体 

訪
問
介
護 

訪
問
看
護 

通
所
介
護 

短
期
入
所
生
活
介
護 

特
定
施
設
入
居
者
生

活
介
護 

認
知
症
対
応
型
共
同

生
活
介
護 

介
護
老
人
福
祉
施
設 

介
護
老
人
保
健
施
設 

小
規
模
多
機
能
型
居

宅
介
護 

定
期
巡
回
・
随
時
対

応
型
訪
問
介
護
看
護 

居
宅
介
護
支
援 

そ
の
他 

正規職員 
平均人数 ▲0.42 ▲0.91 ▲0.16 ▲0.28 ▲0.27 2.50 ▲0.43 ▲1.64 0.25 ▲1.33 ▲2.50 ▲0.06 ▲0.80 

回答者数 296 57 32 78 11 2 14 11 4 3 2 67 15 

非正規職員 
平均人数 ▲0.32 ▲0.77 ▲0.03 ▲0.25 0.18 ▲1.50 ▲0.42 ▲0.73 ▲1.25 ▲0.50 ▲0.50 ▲0.03 ▲0.13 

回答者数 285 57 31 79 11 2 12 11 4 2 2 59 15 

※「その他」：訪問入浴介護、訪問リハビリテーション、福祉用具貸与 

 

介護職員の採用が困難であると感じている事業所は、全体として減少しているものの、その割合は依然と

して高い状態です。 

  

73.0

83.5

19.8

12.8

7.2

3.7

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度（n=333）

令和４年度（n=327）

採用が困難であると感じている 採用が困難であるとは感じていない 無回答 .
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（３）多様な介護人材確保の取組 

派遣職員は約２割の事業所で活用されており、外国人介護職員も約２割の事業所に在籍しています。ま

た、介護助手は約１割の事業所で既に採用されており、多様な介護人材の確保に向けた取組が進められて

います。 

 

 

（４）介護人材確保のために効果がある取組 

「福利厚生を充実させる」「子育て支援を行う（保育所設置、保育費用支援等）」など、介護人材の確保

においては、採用活動時の取組にとどまらず、入職後の働きやすさや生活との両立を支える取組が重要で

あると認識されている状況がうかがえます。 

 

（５）介護人材の過不足実態 

約５割の事業所にて介護職員が『不足している』と感じています。介護現場における人手不足が依然とし

て深刻であり、業務負担の増大やサービスの質への影響が懸念される状況にあることが示されています。 

 

18.9 77.8

3.3

0% 25% 50% 75% 100%

派遣職員の活用

（n=333）

活用している 活用していない 無回答 .

11.4 19.5 66.7 2.4

0% 25% 50% 75% 100%

介護助手の採用

（n=333）

既に

採用している

採用したい 採用したいとは

思わない

無回答 .

41.1

34.8

33.0

32.4

31.2

28.5

27.9

26.4

24.3

21.6

16.2

24.5

25.7

25.7

26.6

20.2

5.8

14.1

22.9

11.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

福利厚生を充実させる

求人内容に労働条件を詳細に記載する

内定後のフォローをしっかり行う

介護の資格や経験の有無にこだわらないようする

新卒者や若手にこだわらないようにする

自社の理念やアピールポイントを積極的に発信する

子育て支援を行う（保育所設置、保育費用支援等）

求人内容に介護の仕事の魅力を分かりやすく工夫する

福祉系教育機関出身者にこだわらないようにする

ハローワーク等の求人を行っている法人と連絡を密にとる

令和７年度（n=333）

令和４年度（n=327）

11.1 16.8 19.8 18.9 3.3 24.6 5.4

0% 25% 50% 75% 100%

介護職員

大いに不足 不足 やや不足 妥当 過剰 当該職種はいない 無回答 .
『不足している』 

47.7％ 

18.3 79.9 1.8

0% 25% 50% 75% 100%

外国人介護人材の

在籍

（n=333）

いる いない 無回答 .

※上位10項目 
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ケアマネジャー調査 

（１）ケアプラン担当人数 

１人のケアマネジャーが担当しているケアプランの平均人数は、居宅介護支援事業所では介護サービス

で31.11人、介護予防サービスで6.17人、地域包括支援センターでは介護予防サービスで13.68人、介

護予防ケアマネジメントで8.37人となっています。また、ケアプランの担当人数について、約４割のケアマネ

ジャーが『多い』と感じています。 

介護サービス計画        単位（人）     介護予防サービス計画      単位（人） 

 

全 

体 

居
宅
介
護 

支
援
事
業
所 

地
域
包
括 

支
援
セ
ン
タ
ー 

施
設
・居
住
系 

サ
ー
ビ
ス
事
業
所 

小
規
模
多
機
能
型 

居
宅
介
護 

平均人数 28.51 31.11 0.00 33.91 12.00 

回答者数 298 260 24 11 3 

 

介護予防ケアマネジメント    単位（人）      ケアプラン担当人数の負荷 

 

全 

体 

居
宅
介
護 

支
援
事
業
所 

地
域
包
括 

支
援
セ
ン
タ
ー 

施
設
・居
住
系 

サ
ー
ビ
ス
事
業
所 

小
規
模
多
機
能
型 

居
宅
介
護 

平均人数 4.16 3.65 8.37 0.14 0.00 

回答者数 263 219 35 7 2 

（２）シャドーワークの実態 

約９割のケアマネジャーが何らかのシャドーワークを担っている状況となっています。本来のケアマネジメ

ント業務に加え、制度上位置付けられていない支援まで担わざるを得ない状況にあり、業務負担の増大や

役割の不明確さが課題となっている状況がうかがえます。 

 
※ 『担っている』＝100.0－「行っていない」－「無回答」  

59.7

50.5

47.3

36.5

34.6

33.3

25.4

22.2

7.6

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

介護保険以外の各種申請（給付金など）

利用者以外の家族に対する支援

受診同行

緊急入院した場合の対応・手続き

徘徊時の捜索、捜索依頼等の対応

介護サービスで対応できない家事

（例：家具の移動、電球交換など）

金銭に関すること

救急車への同乗（例：障害・生活困窮

などの関係機関との連携など）

行っていない

無回答 令和７年度(n=315)

 

全 

体 
居
宅
介
護 

支
援
事
業
所 

地
域
包
括 

支
援
セ
ン
タ
ー 

施
設
・居
住
系 

サ
ー
ビ
ス
事
業
所 

小
規
模
多
機
能
型 

居
宅
介
護 

平均人数 6.94 6.17 13.68 0.57 1.33 

回答者数 300 252 38 7 3 

11.1 26.7 47.9 9.5

3.8

1.0

0% 25% 50% 75% 100%

令和７度

（n=315）

多い やや多い ちょうどよい

やや少ない 少ない 無回答

※上位８項目 

『多い』 
37.8％ 

『担っている』 
91.4％ 
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（３）カスタマーハラスメント 

「介護保険以外のサービスを求められた」など、約６割のケアマネジャーが利用者やその家族から何らか

のハラスメントを受けた経験があると回答しています。ケアマネジャーが業務範囲を超える要求や不適切な

言動にさらされる状況が少なくなく、精神的負担や業務遂行への影響が懸念される実態がうかがえます。 

 

（４）ケアマネジャーが考える充実させるべきサービス（上位５事業を抜粋） 

充実させるべきサービスとして、介護サービス及び総合事業では訪問介護・訪問介護相当サービス、介

護予防サービスでは介護予防通所リハビリテーション、在宅福祉サービスとしては送迎費助成が最も多く

挙げられています。訪問介護等の在宅支援サービスの充実に加え、介護予防や外出支援を含めた総合的

なサービス提供体制の整備が求められています。 

介護サービス 介護予防サービス 

 

 

総合事業 在宅福祉サービス 

  

45.1

31.7

2.2

1.9

3.5

34.9

5.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

介護保険以外のサービスを求められた

暴言（直接的な言葉の暴力）

セクハラ（性的嫌がらせ）

暴力

その他

仕事中に利用者やその家族から

上記のようなことを受けたことはない

無回答
令和７年度(n=315) .

37.5

36.5

25.7

21.6

20.3

0% 10% 20% 30% 40%

訪問介護

訪問入浴介護

短期入所生活介護

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護

通所リハビリテーション

令和７年度

（n=315）

38.1

26.3

22.2

20.3

15.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

訪問介護相当サービス

訪問型サービスＤ

（移動支援）

介護予防ケアマネジメント

訪問型サービスＡ（緩和した

基準によるサービス）

通所介護相当サービス
令和７年度

（n=315）

30.2

25.1

10.8

9.8

7.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

介護予防通所

リハビリテーション

介護予防支援

介護予防短期入所生活介護

介護予防訪問

リハビリテーション

介護予防訪問入浴介護
令和７年度

（n=315）

31.1

24.4

21.6

14.6

10.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

送迎費助成

介護用品（紙おむつ）給付

配食サービス費助成

訪問理髪費助成

生活支援短期宿泊
令和７年度

（n=315）

『受けたことがあった』 

59.7％ 
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介護サービス従事者調査 

（１）介護職種を選んだ理由（上位５項目） 

介護職種を選んだ理由について、「働きがいのある仕事だと思ったから」が約５割、「資格・技能が活か

せるから」が約４割となっています。やりがいや社会的意義を感じられる職種として受け止められているとと

もに、専門性やこれまでに培った資格・技能を活かせる職業として認識されている状況がうかがえます。 

 

（２）働く上での悩みや不安、不満等について（上位５項目） 

悩みや不安、不満等を感じていることについて、「仕事内容のわりに賃金が低い」が約４割、「人手が足り

ない」が３割を超えています。処遇面に対する不満と慢性的な人手不足が大きな課題となっており、職員一

人ひとりの業務負担の増大が懸念される状況がうかがえます。 

 

（３）カスタマーハラスメント 

暴言（直接的な言葉の暴力）を受けたなど、利用者やその家族からハラスメントを受けたことがあると回

答した介護従事者は３割を超えています。精神的負担を受ける場面が少なくなく、安心して働ける職場環境

の確保が喫緊の課題となっている状況がうかがえます。 

  

47.8

39.7

34.8

30.0

17.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

働きがいのある仕事だと思ったから

資格・技能が活かせるから

人や社会の役に立ちたいから

今後もニーズが高まる仕事だから

お年寄りが好きだから 令和７年度(n=1,041)

40.2

35.1

22.8

21.3

20.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事内容のわりに賃金が低い

人手が足りない

身体的負担が大きい（腰痛や体力に不安がある）

業務に対する社会的評価が低い

精神的にきつい 令和７年度(n=1,041)

7.0

8.5

20.9

14.1

1.9

64.0

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

セクハラ（性的嫌がらせ）

暴力

暴言（直接的な言葉の暴力）

介護保険以外のサービスを求められた

その他

仕事中に利用者やその家族から

上記のようなことを受けたことはない

無回答 令和７年度(n=1,041)

『受けたことがあった』 
34.2％ 
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（４）仕事の満足度 

「仕事の内容・やりがい」や「職場の人間関係、コミュニケーション」では満足度が高くなる一方、「賃金」

や「人事評価・処遇のあり方」について満足度が低くなっています。仕事の価値や専門性が適切に処遇や

評価に反映される仕組みづくりを進めることが、人材の確保・定着の観点から重要であることがうかがえま

す。 

 

（５）仕事（職種）に関する今後の希望 

今の仕事（職種）を続けたいと考えている人は約６割となっています。多くの介護職員が現在の業務に一

定のやりがいや意義を感じ、継続して働きたいという意向を持っている状況がうかがえます。 

 

22.6

11.0

8.6

17.7

17.2

10.2

20.0

23.5

18.3

11.0

7.4

11.6

31.5

16.4

17.8

24.3

21.2

18.2

26.9

29.3

26.0

19.7

18.3

20.7

38.7

57.8

35.4

39.3

45.1

48.4

37.6

34.2

44.8

48.3

54.5

55.6

4.7

10.0

24.4

13.6

12.1

15.0

10.3

9.0

7.6

14.3

13.5

7.6

1.7

3.7

13.0

4.3

3.2

7.1

4.0

2.8

2.3

5.7

4.5

2.7

0.8

1.2

0.9

0.8

1.2

1.2

1.2

1.2

1.1

1.1

1.7

1.8

0% 25% 50% 75% 100%

仕事の内容・やりがい

キャリアアップの機会

賃金

労働時間・休日等の労働条件

勤務体制

人事評価・処遇のあり方

職場の環境

職場の人間関係、コミュニケーション

雇用の安定性

福利厚生

教育訓練・能力開発のあり方

職業生活全体

満足 やや満足 普通 やや不満 不満足 無回答 .

62.2 6.1

3.7

5.6 18.6

3.5

0.4

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度(n=1,041)

今の仕事（職種）を続けたい 今の仕事（職種）ではない、

介護関係の仕事（職種）

に就きたい

今の仕事（職種）ではない、

福祉・医療関係の仕事（職種）

に就きたい

令和７年度(n=1,041) 

介護・福祉・医療関係以外の仕事

（職種）に就きたい 

わからない 働きたくない 無回答 
 


